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～コロナ禍での学生・法人の動きは？お部屋探しの変化は？～



◆ 講師紹介
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１．船井総合研究所4つの特徴

① 業種業界、テーマごとに専門性の高いコンサルタントが在籍
１つの業種やテーマに深く関わるため、業界の事情に通じているのはもちろん、 現場で使える具体的な提案
ができるので成果につながります。

② 年間６０００社以上の経営をサポート、最新の成功事例が集まっている
１００を超える、様々な業界で６０００社以上の会社を相手にコンサルティングサービスを 展開業界を超
えて、最新の成功事例が集まっています。

③ 銀行や会計事務所などの出資母体をもたない独立系のコンサルティング会社
日本的経営や日本全国のマーケットに融通しているコンサルタント達が、 自分達で生み出してきたノウハウで
勝負し、成果をあげています。

④ 経営コンサルティング業の向上をめざす
創業1970年、わが国における経営コンサルティング業の草分けとして、常に業界の 地位向上をめざしてまい
りました。株式を公開（東証一部）しているのもその顕れです。

船井総研は業界に特化して、好循環の仕組みづくりをサポートする会社です。また、各社ごとの強
みを見つけて、長所を活かした一番作りで業績を上げるサポートをする会社です。

２．自己紹介
賃貸管理会社の業績向上コンサルタントとしての本業活動の傍ら、賃貸物件オーナー様向けに、収益・利益アップのアドバイス
業務を行なっている。オーナー様の意識改革、満室物件の環境作り、入居率を上げる再生術、キャッシュフロー経営改善、賃
貸物件専門の節税対策など、将来にわたり賃貸経営で手残り収益を上げている勝ち組オーナー様の成功事例をまとめた
「オーナー様向け賃貸経営セミナー」も既に100回以上の講演実績があり好評を得ている。

株式会社船井総合研究所
上席コンサルタント
松井 哲也



◆ 本日のテーマ
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①新型コロナウイルスにおける
賃貸市場の変化

②新型コロナウイルス 第三派の中での
“繁忙期（1～3月）の総括”

③まんえん防止措置禍における、
今後の賃貸市場への影響と対策



新型コロナウイルス 学生の影響
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出典：「大学独立行政法人日本学生支援機構 平成30年度学生生活調査」

国立、公立では、ここ20年自宅通学
者比率は大きく変動していないが、私
立は、リーマンショック後のタイミングで
増加し、そのまま景気回復しても上がり
続ける傾向である。

新型コロナ禍の中では、通常授業と、
WEB授業の併用で行う大学などが増
加する中、不況期傾向に合わせて、より
自宅通学者比率が増加していくと予測
できる。

大学生賃貸を扱う賃貸管理会社への
ヒアリングからは、隣県・近県での下宿
が減り、通学に切り替える傾向も強い。

居住形態別学生数比率



新型コロナウイルス 学生の影響
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出典：文部科学省「大学等における後期等の授業の実施方針等に関する調査」 2020年7月1日現在

大学等における授業の実施方針は、全面対面が19.3％に対して、
オンライン・対面の併用が80.1％と大多数を占める。併用の考え方を見ると

実験や少人数クラスのみ対面で実施し、通常授業等はオンラインの大学がほとんど
であることから、大学近くにて物件を借りる必要性が下がっている。

大学などにおける授業方針



新型コロナウイルス 学生の影響
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出典：桜美林大学ホームページ

オンライン授業中心 ➡ 対面授業を軸に、オンラインとのハイブリット授業を展開

桜美林大学の活動指針
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新型コロナウイルス 外国人の影響
出典：日本政府観光局

訪日外国人に関したは、新型コロナウイルスによる出入国規制により、
今だ、ほぼ無い状態が続いている

訪日外国人数の推移



7

新型コロナウイルス 法人の影響
出典：帝国データバンク

倒産件数は、2020年4月緊急事態宣言 第一波から、
毎月増える傾向の中、2021年3月には一気に増加してきている。
給付金・補助金などの制度が切れてしまう時期が来ている。

倒産件数以上に、廃業件数は正確なデータは出ていないが、上回る状態にある。

倒産件数の推移
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新型コロナウイルス 法人の影響

飲食店が最も多く、次いで建設・工事業、ホテル・旅館業、アパレル業と続く。

倒産業種別件数
出典：帝国データバンク
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新型コロナウイルスをきっかけに増加する需要

過去10年間における生活保護受給者数の推移 出典：厚生労働省「被保護者調査」

2008年のリーマンショック時を振り返ってみると2010年1月をピークとして、
2012年8月ごろまで生活保護受給者数の伸び率が昨対伸び率を上回っており、
リーマンショックの影響が約4年近くにわたって経済に影響を及ぼしたといえる。

元の伸び率に戻るのに
約4年かかっている

2010

2008
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新型コロナウイルスをきっかけに増加する需要

コロナ禍における住宅確保給付金 出典：厚生労働省「住居確保給付金」

最長9か月間の支援の住宅確保給付金は
今年の5月～7月におおよその申請と支給が始まっており、

2021年の1月～3月で支給完了のピークを迎える見通しとなっている。

104,000

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月

申請 支給 支給総数

(件) (件)

◆申請期間のピーク
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新型コロナウイルスをきっかけに増加する傾向

コロナ禍における家賃滞納率 出典：日本賃貸住宅管理協会

新型コロナウイルス禍では、各種補助
金・給付金制度により、大きくは滞納率
が上がっていないが、じわじわ増えてき
ている。

全国では5.2％も発生している。およそ
19世帯に1世帯の割合である。1か月
間丸々の滞納となると1.8％、2か月
連続して「危険信号」レベルになると
0.9％の域に達する。

2か月もの滞納状態ともなれば、状況
がさらに悪化し、未回収となる可能性
は高い。また、これには「空き室率」は勘
案されていないため、賃貸住宅の採算
率はそれより悪くなる。

また左記グラフ以降は、近日発表には
なるが、改善傾向には無いと言われて
いる。
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新型コロナウイルスをきっかけで増える需要

コロナ禍における都心回避傾向

■データ集計期間 2020年1月1日～2020年8月11日
■分析データ LIFULL HOME‘Sの中古住宅（戸建及びマンション）物件データにおける 東京・埼玉・千葉・神奈川・茨城・栃木・群馬・山梨・長野・静岡のPV数
■分析 LIFULL HOME’S総研 副所長 兼 チーフアナリスト 中山 登志朗 掲載了承済み

物件検索増加エリア（戸建・マンション 関東近郊のみ）
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新型コロナウイルスをきっかけで増える需要

コロナ禍における設備ニーズ 【コロナ禍で人気急上昇ベスト5】

※船井総研調べ
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新型コロナウイルスに関係なく増える需要

高齢化の推移と将来予測、及び高齢者の居住状況
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高齢者の人口は2045年まで増加予測。
特に75歳以上の後期高齢者人口は高齢者の6割にのぼり、高齢化率は40％へ。
高齢者世帯の居住割合はおよそ35%、貸家に住む高齢者の世帯数も増加傾向。
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出典：総務省「国勢調査」
国立社会保障人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」

出典：総務省
「平成30年住宅・土地統計調査
住宅及び世帯に関する基本集計」
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繁忙期での結果
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項目 首都圏平均・昨年対比
（新型コロナウイルス前）

オリバー・昨年対比
（新型コロナウイルス前）

賃貸反響数 ⇩ ▲0～5％ ＋5％

賃貸来店数 ⇩ ▲10～20％ ▲5％

賃貸契約数 ⇩ ▲10～20％ ▲5％

退去数 ⇩ ▲0～5％ ±0

入居率 ⇩ ▲2～3％ ▲0.5％

物件ご要望数 ⇧ ＋30％ ＋10％

家賃滞納数 ⇧ ＋5～10％ ＋2％

非接触接客数 ⇧ +（オンライン接客・案内） 150件

タクシー案内 ⇧ +（パート案内・セルフ案内） 350件

学生需要 ⇩ ▲10～20％ ＋2％

法人需要 ⇩ ▲10～20％ ±0

外国人需要 ⇩ ▲50～80％ ▲20％

生活困窮層需要⇧ ＋10％ ＋10％

高齢者需要 ⇧ ＋10％ ＋10％



繁忙期での結果
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①新規で部屋探しをするお客様の減少
・学生需要、法人需要、外国人需要などの減少からくる
・外出を控え、引っ越しを控え、現状住まいに留まる傾向

②入居者（親族含）の所得減少
・コロナショックによる景気の低迷から親族含む入居者所得減少
・家賃滞納の微増、生活困窮者の需要が拡大傾向

③不要・不急の外出、人との接触を控える傾向
・居住時間が長くなり、物件ご要望数が増える
・お客様対応においては、非接触（オンライン）対応数が増える

➃繁忙期でも入居率が上がらない
・退去数は留まる方がおおくなったが、新規契約が減少する事で、
結果、平均入居率は減少する傾向

⑤新たな入居者層の出現
・都心回避客（コロナ感染回避）、高齢者層（賃貸業界の取り組み）増加
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賃貸市場への影響と対策

❶コロナ禍・民法改正・災害に合わせた賃貸経営対策

❸コロナ禍に合わせた新設備など活用による物件価値向上

❹非接触型賃貸仲介も活用した賃貸店舗との連携

❺常に自身の資産状況の把握からの対策

❷コロナ禍で増加する、新たな顧客層への挑戦
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コロナ禍の前から、実は『成熟期』。本来進めるべき賃貸経営対策

賃貸経営・オーナー業は決断業。まわりの専門家はあくまで決断補佐業です。

本来の目的である、収益最大化を目指した”6つの対策”

１.何もしない（流れが変わるのを待つ）・・・・危険？

２.家賃の減額・適正化

３.募集条件変更（敷・礼ゼロ、契約金ゼロ、ﾌﾘｰﾚﾝﾄ等）

４.リノベーション（大規模再生とプチ再生※設備交換）

５.追加の物件の建築・建て替え、購入あるいは売却

６.繰上げ返済（追加物件、収支改善）や借り換え

※但し、物件の状況によってはどれか一つではなく、複合的に対策を立てる必要あり。
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改めて賃貸経営状況を把握する

キャッシュフローツリーの見本と安全性を見る
構成比 目安の数値

総潜在家賃収入（ＧＰＩ） 648万円 100%

▲空室損失（８.３％） ▲54万円 8.3% ←GPIの5~10％以内（○）

▲家賃未回収損（滞納） 0万円

▲賃料差異 0万円

＋雑収入 0万円

実室家賃収入（ＥＧＩ） 594万円 91.7% ←GPIの90％以上（○）

※エレベーターなし

▲運営費（ＯＰＥＸ） ▲112万円 17.3％ ←GPIの15~20％以内（○）※

営業純利益（ＮＯＩ） 482万円 74.3% ←GPIの60~70％以上（○）

▲年間返済額（ＡＤＳ） ▲444万円 68.5% ←GPIの50~55％以下（×）

税引前キャッシュフロー（ＢＴＣＦ） 38万円 5.9% ←GPIの20~30％以上（×）

※所得税はかからないものとして計算

▲税金（所得税・法人税） ―――――

税引後キャッシュフロー（ＡＴＣＦ） 38万円

３のツリー「木」が強い
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コロナ禍で
空室増えてきた
焦りを感じ

とにかく家賃を
どんどん下げる

悪質
入居者

家賃滞納
トラブル

収入減少

物件粗悪
空室問題

立ち退き
退去勧告

悪循環・・・

選ばれる物件
ポイントの実施
コロナ時流把握

物件の実態・CF把握
対策の決断と実践

継続的な
入居者確保
退去者減少

家賃の維持
※相場家賃への調整
は必要になる。

安定収入

長期間
の入居

さらなる選ば
れるポイント
実施

好循環!!

新たな投資物件購入へ 物件売却へ

「コロナ禍×成熟期における好循環賃貸経営」のススメ

最終的に更に

好循環賃貸経営のためには、時流・原理原則に合わせた改善と投資が必要

◆ 将来を見据えた経営を！



◆ お伝えしたいこと
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新型コロナウイルスは終息していない
また終息しても、元の業界事情には戻らない

①起こっている事象から、対策を考える
→今後さらに空室増加、入居者トラブルの増加は予測できる
→今まで通りのやり方では新規契約は増えない

②対策が出来るオーナーと出来ないオーナーで大きな差が出る
→トラブル回避、物件価値向上、入居率向上、むしろチャンスと捉え資産最大化へ
→選ばれる物件と選ばれない物件の差が大きくなっていく

好循環型賃貸経営へ


